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研究の概要 

認知発達の特性が要因となる学びの困難に対する就学後早期段階における予防的アプローチ 

 

認知発達の特性が要因となる学習上の困難は、早期の教育的対応がなされなければ学年進行とともに困難が深

刻化するとともに、学習意欲や自己肯定感の低下等の二次的な問題を引き起こすリスクが高いことが指摘されて

おり、予防的な視点が重要である。自身の教育行政における臨床実践を踏まえ、今後の課題は以下 2 点と捉える。 

Ⅰ．通常の学級における早期の教育的対応の実態把握 

認知発達を背景とした学びの困難について就学後早期段階での詳細な見立ては難しい。しかし神経心理学的検

査結果や医師の診断を待った対応ではなく、教員の早い段階での気付きをもとに通常の学級における学びの困難

に特化した教育的対応の好事例や教育的対応を阻害する要因、また有効な指導や支援につながるアセスメントに

ついて、その実態を明らかとする。 

Ⅱ．学びの困難を有する子どもが「自走できる」力を育むシステムの構築 

学びの困難を有する子どものうち、特に認知発達の特性を背景とした学びの困難については、教育環境の整備が

重要である。子どもの学びの困難を保護者や教員を含む指導者・支援者が認識し、どのような学び方が望ましいの 

 

「学習障害（LD）における早期の教育的対応に向けた一考察」 

GIGA スクール構想により各小中学校において、ICT 活用が推進されているものの、子どもが学びのツールとし

て自由に利用可能な状況とは言い難く、その活用方法は学校現場において模索段階と言える。就学後早期段階に

おける認知発達の特性を背景とした学びの困難については、特に ICT を活用した指導・支援の為のアセスメント

ツールや個別最適化された教材の開発が求められる。保護者や指導・支援者の伴走が最小限であっても、子ども

が自力で取り組める仕様こそが「学びの持続可能性」を高めると考える。 

文部科学省の調査（2022）によれば、通常の学級担任が学習困難を指摘した児童の割合は小学校低学年で 1 割

近くに及んでおり、就学後早期の教育的対応が望まれる。産官学協働システムの具現化により、認知発達の特性

により学びの困難を有する子どもたちに関わる早期教育的対応モデルの構築が期待される。 

 

 

図 1 産官学協働システムのイメージ 

 

か（学び方の多様性）について検討を重ね伴走することで、子ど

もの自走力を育む産官学の協働システムの構築を目指す（図１

参照）。 

2024 年度より『帝京平成大学中野こども楽舎』が開設された。

中野キャンパス近隣の小学校 2 年生を対象に、学びのつまずき

に対する早期対応を目的として、学生と教員が協同し学習支援

や余暇活動をおこなう地域連携事業である。 

2025 年度からは、『児童研究Ⅰ ・Ⅱ』の授業科目として位置付

けられた。教員養成課程の学生が参加児童との信頼関係を構築

し、児童理解を深め、参加児童の教育的ニーズや興味関心に応じ

た教材等について考える力の育成を目指している。 

https://researchers.thu.ac.jp/thu/detail.html?systemId=a62d0cbfd267405e520e17560c007669&lang=ja&st=researcher

